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【スライド -1】
本日は「生活環境の地域間格差と公的医療制度の評価に関する研究」ということで発

表させていただきます。

【スライド -2, 3, 4, 5】
今まで、私自身は、主に日本の格差の問題、貧困の問題についてデータを使って分

析してきました。世帯の年齢構成であったり、世帯主の業態であったり、そういった
いろいろなファクターがどのように格差の上昇や貧困率の上昇に影響を与えているか
といったこと、それから、あるいは税制や社会保障制度が格差の縮小や貧困の削減に
どの程度の影響を与えているか、
OECD 諸国と比較してどうであ
るか、といったことに主に関心を
持って取り組んで参りました。

そこから得られた主な結論とし
て、近年就労世代に対する社会保
障の格差の縮小効果や貧困の削減
効果が非常に低いレベルに留まっ
ているということが挙げられま
す。例えば、社会保険料の負担に
関しては逆進性の問題、いわゆる
所得の低い層ほど所得に占める負
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担の割合は高くなるといったよう
な状況が散見されていまして、社
会保障も負担のベースだけで見た
場合には、ジニ係数がむしろ悪化
するといった状況も確認されてお
ります。従って、何らかの再分配
政策や公共政策の機能強化の必要
性があるということを問題意識と
して持っておりました。

国民健康保険の未納問題も、そ
の部分と密接にリンクすると思い
ます。年金保険料の未納に比べる
とそれほど大きな問題にはなって
いないのですが、90 年から直近の
2006 年にかけて、国民健康保険の
未納の問題がじわじわと広がって
きている状況があります。最近の
年度ではちょっと持ち直したので
すが、それでも大都市での徴収率
が 90％を下回る状況で、世帯ベー
スで見た場合には、単身世帯が多
いということもありまして、国民
健康保険内での滞納の率は大体
20％くらいになってきています。
そして医療サービスを受けるとき
にいったんは医療費の全額を負担
しなければならないという、資格
証明書が交付された世帯を含めま
すと、事実上の無保険者が大体 33
万世帯ぐらいに広がってきていま
す。また、国民健康保険と被用者
保険との間に保険料率の負担の格
差の存在もあります。

【スライド -6】
今回の我々の研究は、若年層を

主なターゲットとしまして、所得の違い、加入している保険組合の制度の違い、また健
康のリスクが高いか低いかといった要因が、現状の医療保険の制度に対してどういっ
た意見の相違となって現れるかということについて、選択型実験の手法を用いて検証
しております。今回は、主に負担のあり方に焦点を絞っております。
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【スライド -7】
過去の先行研究として、日本では金子能宏先生と鈴木亘先生によって、主に高齢者医

療費の負担のあり方に関して、同じような選択型実験の手法に基づいて検証が行われ
ていまして、高齢者を対象とした調査では高額医療費の自己負担増や、軽度医療の保険
外化への負担感が強いといったような分析結果があります。

海外を見てみますと、同じような研究として、最近ではイタリアの Brau and Bruni の
研究等がございます。

【スライド -8, 9, 10】
使用するデータなのですが、今回ファイザーヘルスリサーチ振興財団の助成金を使

わせていただき、アンケート調査を実施しました。これは「地域の生活環境と医療に
関するアンケート調査」の個票データを、三菱総研と NTT レゾナントが運営するイン
ターネットアンケートによる調査で行いました。

ただ、ネットアンケートでの調査を行ったという特性上、分布のばらつきが、学歴や
年齢、あるいは所得といったものについて、50 代以降に関してはネット調査と訪問調
査でかなり今の段階でも差異があるということがわかっておりますので、今回につい
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ては大都市居住で、年齢が 20 代から 40 代のサンプルに対象を絞ってアンケートを行
いました。

1531 件、回収率 63.8％のサンプルを得て調査を行っております。

【スライド -11, 12】
選択型実験の基本的なことに関

してですが、今回のケースでは回
答者に対して医療保険の制度、負
担の形式について選択肢を 2 つ提
示し、その中から最も望ましいプ
ロファイルを選択してもらうとい
う形をとっております。

【スライド -13】
選択肢を構成する様々な特徴の

相対的な重要性を明らかにすると
いうことで、実験のデザインでは
5 つの属性を設けました。
「医療保険証の配布対象をどう

するか」、「医療保険料の月々の負
担」、それから「診察・医療での
自己負担」、「軽度医療の自己負
担」、「高額医療において自分が負
担する範囲」、というのがそれら
の属性の内容です。過去の金子先
生と鈴木先生の先行研究を参考に
したという点と、それから、現状
で被用者保険での負担率は概算で
出すことができますので、それを
踏まえた形にしております。実際
に個々の項目に対する評価が、個
人の属性によってどの程度の違い
が出てくるかということを調べる
ことになります。

【スライド -14】
医療保険証の配布対象について

は、現状の保険方式で保険料の拠
出を前提とした医療サービスか、
あるいはイギリスやスウェーデン
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のように基本的には税金で賄う形にするかという大きな 2 つの枠組みを考えています。
また、保険料の負担、それから実際の診察医療での負担といったことに関しても、現状
をベースとしていくつかの水準を設けております。

【スライド -15】
分析の枠組みですが、ランダム効用理論をベースとした標準的な計量モデルで今回

は推定を行っております。条件付きのコンディショナル・ロジットによる分析を行い
ました。

【スライド -16, 17】
設けた属性に応じて説明変数としてダミー変数をたてて影響の度合いを計測してい

ます。また、注目する属性に応じて個々の医療保険制度に対する評価の差異を見たいと
いうことで、例えば国民健康保険加入であるか・ないか、健康リスクが低い個人か・高
い個人か、あるいは所得が低い個人か・高い個人かというところで、交差項ダミーを立
てるなどのモデル設定を行っております。
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【スライド -18, 19, 20, 21, 22】
あまり時間がないので、主な結論について見ていきたいと思います。スライド -23 の

「推定結果の要約と結論」の（2）が主要な結論の部分になっています。

【スライド -23 】
男性については効果がはっきりと分かれまして、低所得層や国民健康保険加入者、無

配偶者、あるいは通院回数の多い者などのグループが医療費負担を、保険方式よりはむ
しろ税方式で行うことを支持する傾向にあるということです。ただ、定額負担や消費税
負担や自己負担比率に対する負担感には所得階層の違いによる大きな差異はありませ
ん。また、高額療養費制度のカバーを広げるということに関しては、むしろ高所得層や
被用者保険の加入者の方がそれを望むといった結果が得られています。

また、地域の医療環境が供給面で見て平均水準が低いところの居住者は、税方式を支
持する傾向があることが見受けられました。

早足になって申し訳ないのですが、基本的には低所得層や健康リスクの高い層に対
する負担感を削減することに対して、医療保険制度が更に改善の余地があるのではな
いかということを、論文では主張しております。
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質疑応答

座長：　最初の方で保険料負担を平準化（平準化という言葉は使われませんでしたが）
するとジニ係数が上がるということを、さっと述べられた気がしたのですが、そ
れでよろしいのですか？

浦川：　すみません。そう言ってしまったとしたら、それは間違いでした。

座長：　いや私の聞き間違いかもしれませんが。

浦川：　ここでは就労世代だけでみた場合なのですけれども、再分配前の所得と社会
保険料を負担した後の・・・

座長：　後の、ということですね。そういう意味ですね。

浦川：　はい、負担前と負担後のジニ係数を比較した場合に、むしろジニ係数が上がっ
ているわけです。若年層の場合、国保世帯だけでなく被用者保険の世帯でみても
社会保険料負担でジニ係数が拡大しています。最初にそのことを示されたのが
2000 年の阿部先生の研究ですけれども、今でもその傾向があります。

座長：　そうすると、（若年の低所得層は）払った分だけのリターンを受けていないと
思われているということですね。

浦川：　そうですね・・・

座長：　その辺の研究というのはどなたかがされているのですか？
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浦川：　払った分だけのリターンということは非常に面白いテーマだと思うのですが、
私は今、すぐには思いつきません。

座長：　マーケティングの人などは、結構興味を持つかもしれませんね。

浦川：　そうですね。実際に自己負担比率が上下した場合にどれだけ受診を減らすか
というのは、大日先生や鈴木先生が実証されているテーマだと思います。

座長：　先ほど徴収率のご指摘もありましたけれども、これなども、どうやって「やは
り納めた方がいい」という意識に変えていくのかということについて、マーケ
ティングの人たちの発想で分析をしてみるという方法もありますね。そういう
ことは結構大事ではないかなと思います。

浦川：　そうですね。非常にそこは重要なテーマで、こういった選択型実験の手法を応
用することができる分野であると思います。

座長：　そんな感じがしますね。

会場：　この選択型実験はインターネットでおやりになったということですが、ネッ
トだと、答える人は全く分からないわけですね。どういう方がネットにアクセス
されるかということが。何か答えることに対するモチベーションを高めるよう
なことをされるのですか？

浦川：　これは NTT レゾナントがモニターを対象に行っている調査なのですけれど
も、アンケート調査への協力でポイントがつくようになっているようです。抽選
で更に大きなポイントが当たるといったシステムも設けています。ただ、先ほど
申しましたように、ネット調査と官公庁の統計等との間で特に 50 代以上の分布
属性にズレが生じていますが、回収率や費用の面から今回に関してはネット調
査を活用しました。ただ、ネット調査の実証分析は、段々と学術雑誌でも受け入
れられているようにはなってきていると思います。

会場：　分かりました。もう一つ、これを調査された時期はいつですか？　不況の前後
でも結果が違うと思いますので。

浦川：　実際に行ったのは去年です。

会場：　去年ですか。既にもう不況に入った後ということですね。

浦川：　そうです。




